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オーストラリアとアジア太平洋地域

—脅威の源から共生の場ヘ――

河原匡見＊

はじめに

オーストラリアは、北米大陸に代わるイギリスの囚人流刑地として注目される

ようになり、 1788年にアーサー・フィリップ (ArthurPhillip)提督率いる船団

が現在のシドニーに上陸したことでその歴史をスタートさせた。そしてその地に

ニュー・サウス・ウェルズ植民地が開設された後、移住者の増大に連れて、タス

マニア (1825)、西オーストラリア (1829)、南オーストラリア (1836)、ビクト

リア (1850)、クイーンズランド (1859) というように植民地が順々に開設され

ていった。これら 6つの植民地が1901年に統合されて、現在のオーストラリア連

邦が結成されたのである。

したがって、歴史的に繋がりの深い欧米の一員として、欧米文化を保持して、

それを固守する姿勢を示してきたわけであるが、近年アジア太平洋地域に関する

問題で積極的にイニシアチブをとる姿勢を示し、そこでは欧米との関係よりも同

地域との関係を重視しその利益を確保する姿勢を明確に示すようになってきた。

本稿は、オーストラリアが、どのような歴史的経緯を経て、アジア太平洋地域

の一員としての国家の将来像を描くようになったか、その変容の過程を対外政策

を焦点として検証することを趣旨としている。

ところで、本論に入る前に、同国の対外政策における最も基本的な特徴である

“大国依存’'についてふれておきたい。

＊河原匡見：摂南大学法学部専任講師、．オーストラリア政治外交研究。

KAWARA Masami is Assistant Professor of Department of Law, 
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これは、同国が、広大な領土をもちながら、その長い海岸線を他国の侵略から

防ぐのに必要な兵力を備えるための人口には常に不足し、国防上の不安を抱えて

きたからである。また、イギリス本国から遠く離れているという、いわゆる‘‘距

離の暴虐 (tyrannyof distance)’'を受けているという認識が強く、それゆえ常

に防衛意識を強く抱いていたのである。したがって、‘‘強力な友人 (big

powerful friend)＂をいかに引きつけて、安全保障の確約をとりつけるか、とい

うことが対外政策の第 1の目的に捉えられており、 (I)植民地時代からその国防は

全てイギリス本国の海軍に依存してきた。しかも，イギリスは、独立を認めなが

ら、帝国の統一性の保持から独自の外交を認めなかったので、確かに連邦憲法第

51条に明記されていたものの、それは、貿易事項にのみ限定されると考えられて

いた。 (2)それは自主的な外交を意味するものではなく、イギリスが決定した外交

政策を実施する権限が連邦政府にあることを規定したものであると解釈されてき

たのである。（3)そして、 1942年に自治領に外交権を付与し事実上の主権国家とし

ての地位を認める「ウェストミンスタ一条例 (theStatute of Westminster)」

を批准するまでは、外交権、条約締結権、戦争中立権をもっていなかった。とい

うよりも、この条例は、 1931年にイギリス側から提案されたものであったにもか

かわらず、すぐに条例を批准して独立したカナダや南アフリカとは異なり、この

条例の批准を延ばしていた。これは、イギリスの国益の犠牲になるつもりはない

ものの、依然として、イギリスとの関係を削減したいとは考えなかったためであ

る。 (4)しかし、第2次大戦で日本軍の直接攻撃にあい、イギリス軍による防衛が

不可能であることが明確になると、アメリカに対して独自に援助を求めるべくこ

の条例を批准し、対英依存から対米依存へと徐々にその外交スタンスを変えていっ

た。

また、大国依存の結果、国民一般レベルにおける対外関心が総じて希薄であっ

た。すなわち、安全保障はイギリスあるいはアメリカとの関係を良好に維持する

ことによって実現できたので、対外政策は、特に、首相と国防相ら少数の政治指

導者によって策定されてきた。（5)また、貿易問題については、豊かな天然資源の

保有を背景に‘‘ラッキー・カントリー’'として少なくとも1970年代まで他の諸国

に比べると順調に展開してきた。こうしたことから、外交に対する国民の関心は
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総じて低く、また政党間の政策の差異も大きなものではなかった。温度差はある

ものの、イギリスやアメリカとの同盟関係の枠内での外交を維持するという点で

超党派的に政策の継続が保たれてきたのであった。

さて、このような特徴をもつオーストラリアは、アジア太平洋地域に対してど

のような姿勢を示し、政策を展開してきたのかについて、以下順次検討していく

こととしたい。

1. アジア太平洋地域に対する基本的姿勢の形成過程期〔植民地時代～連邦成立〕

同国の植民地時代から連邦形成にいたる時期は、国家統合の過程であると同時

に、対外姿勢、特にアジア太平洋地域に対する基本的姿勢を形成する過程でもあっ

た。この時期に、植民地時代から長きにわたって同地域に対する姿勢を規定して

きた2つのイデオロギーが形作られた。 1つが「白砥主義 (WhiteAustralia)」

であり、もう 1つが「オーストラリア・モンロー・ドクトリン (Australian 

Monroe Doctrine)」である。

まず、白豪主義であるが、これは、ヨーロッパ系以外の移住者を制限しようと

するイデオロギーであり、オーストラリア的な社会をヨーロッパ的社会として維

持し統合していくために必要とされたものであった。(6)

このイデオロギーが登場したのは、 1850年代にビクトリア植民地に端を発する

ゴールド・ラッシュ以降である。このとき、一時的に多数の中国人が流入したが、

白人労働者は、中国人が低賃金で働くことに不満を感じ、また社会生活や習慣、

宗教などが異なり嫌悪感を抱き、彼らを排除しようと暴動を起こした。この結果、

ビクトリア政府は、事態の悪化を抑えるために、中国人の移住制限を立法化させ、

他の植民地もこれに同調した。しかし、この時は1860年以降、ゴールド・ラッシュ

が下火になって中国人移民も減少したのですぐに廃止された。しかし、その後18

75年以降、再びクイーンズランドで新たな金鉱山が発見されると、再び中国人が

大量に入ってきた。そして今度は、この問題が植民地全体の社会問題となった。

なぜならば、前回の場合と異なり、ゴールド・ラッシュ終了後も滞在し、やがて

都市の白人労働者の雇用機会に影響を及ぽす競争者となっていったからである。
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その結果、この問題は、全植民地に共通する労働運動の目標として認識されるよ

うになり、 1879年には、第1回植民地間労働組合会議が開催され、この問題が取

り上げられたのであった。こうした植民地の枠を越えた強い反発の動きはやがて

各植民地政府をも動かし、それは1880年に「植民地間会議 (IntercolonialCon-

ference)」を開催させる大きな要因となった。会議では、各植民地政府が統一的

に中国人移住制限法を制定することを決定したのであるが、この会議開催を契機

に、 6つの植民地が統一的な行動を取る必要性が強く認識されるようになり、連

邦結成の動きを活発化させたのであった。

このように、白豪主義がいわば連邦成立に大きく関わったことから、それ以後

も、このイデオロギーは強く認識され、長い間保持されていくこととなった。そ

れは法的には、 1901年に「連邦移住制限法 (CommonwealthImmigration 

Restriction Act)」が制定され、歴史的に各植民地で個々に推進されてきた移住

制限を一本化し確立した。したがって、アジアとの交流もまた、例外的な場合を

除きほぼ鎖国ともいえる状態におかれたのである。オーストラリアは、「外には

10億もの有色人種が呼べば応えるほどの近くに住んでいて、空いた土地を求めて］

いるという危機意識(7)をもっていたのである。そしてその後、白豪主義は、西欧

の「黄禍 (YellowPeril)」思想の影響も受け、北からの、特に日本の軍事力の

強大化に対する恐怖感と一体になって認識されるようになった。したがって、オー

ストラリアは白豪主義の維持を積極的に図り、第 1次大戦で戦功が認められ独立

国待遇で参加したヴェルサイユ講和会議でも、日本の反対にもかかわらずその政

策の正当性を国際的に認知させた。しかし、このイデオロギーは、オーストラリ

アがヨーロッパ文化を保持しつづけるために必要とされたのであったが、他方で、

アジアからはそれを人種差別主義と受け取られ、常に周囲との緊張関係を引き起

こす原因となった。

アジア太平洋地域に対する碁本的姿勢の第2が、オーストラリア・モンロー・

ドクトリンである。 (8)これは、アメリカがモンロー・ドクトリンによって、西半

球に対するヨーロッパの千渉を排除する不干渉主義の原則を主張していたのを、

南太平洋諸島に対する同国の姿勢に適用させたイデオロギーであった。

もともとオーストラリア植民地の防衛と治安維持はイギリス海軍に委ねられて
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いたのであるが、 19世紀後半になって、周囲の諸島を、フランスやドイツあるい

はアメリカが次々に併合し、またロシアの南下政策がクリミア戦争によって明確

なものとなると、諸列強の太平洋への進出が懸念され、一層警戒意識を強めた

9そして、 1883年、ドイツがクイーンズランド植民地に近接する東ニューギニ

ア島を併合しようとしているとの情報が伝えられると、各植民地（オーストラリ

アの他、ニュージーランド、フィジー）の南太平洋に対する関心は一つに結集さ

れ、その結果、クイーンズランド植民地首相は、イギリス本国の承認を得ないま

ま独断で東ニューギニアに上陸し、英国旗を立てて、その地の併合を宣言した。

これに対し、イギリス政府は激怒し、植民地の独自行動を非難するとともに、同

島の併合を拒否したが、各植民地の代表は、シドニーで会議を開催し、本国政府

に対し再度東ニューギニアの併合を要請するとともに、赤道以南の太平洋諸島に

対する植民地側の姿勢を示す決議文を採択した。それは、「外国勢力が赤道以南

の太平洋にこれ以上支配権を獲得するならば、オーストラレーシア（豪 •NZお

よび近海諸島の総称）にあるイギリス所領の安全と福祉に非常に有害であり、帝

国の利益を損なう」という趣旨のものであり、これをオーストラリア・モンロー・

ドクトリンと呼んでいる。

結局、この決議は本国から拒否されただけでなく、他の列強に不快感を与え、

むしろ太平洋諸島の分割を早めてしまった。(10) しかし、このような行動を通じて、

南太平洋諸島が自国の安全保障にとって重大な地域であることを内外に強く示す

とともに、その後の対外姿勢に強く反映させることとなったのである。また、こ

の太平洋地域における帝国主義に対するオーストラリア各植民地の共通認識は、

連邦の成立の動きにも連繋していた。(11)

そして、このドクトリンは、アメリカのそれが、一方で対ヨーロッパ孤立主義

を唱えつつ他方でラテン・アメリカヘの膨張主義を内包していたのと同様に、オー

ストラリアの場合も、帝国主義列強の南太平洋への進出を牽制すると同時に南太

平洋への膨張を正当化させようというものであった。現実に、 1905年にはニュー

ギニア島の南部をイギリスに替わって自らの領土としたのである。そして、第 1

次大戦・までは、特にドイツ勢力（同島の北東部を支配し隣接）の太平洋地域での

拡大に対して、そしてそれ以後は日本の勢力拡大に対して警戒心を強め、このド
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クトリンが強調さたのであった。(12)ただし、このドクトリンの特徴としては、自

国の安全を保障する勢力がこの地域に関与することには寛大であり、というより

それを積極的に歓迎している点である。そして、第2次大戦まではイギリスの、

それ以降はアメリカの軍事的プレゼンスを引き留めようとしたのである。

このように、アジア太平洋地域に対する姿勢を規定した 2つのイデオロギーは、

連邦の成立に際しての各植民地の共通認識の形成と深く関わっていたがゆえに、

その後も長く認識され続け、そして同国のアジア太平洋政策に影響を及ぽすこと

となった。

それでは、連邦の形成以降、アジア太平洋地域に対する姿勢は歴史的にどのよ

うに展開したのであろうか。以下、順次時代を追って検討していくこととしたい。

2.対日脅威・対英依存を基軸とした時期〔連邦成立～第2次世界大戦〕

オーストラリアのアジア地域に対する姿勢は、白豪主義に象徴されていたとい

えるが、連邦成立後は、西欧の黄禍思想の影響も受け、北からの、特に日本の軍

事力の強大化に対する恐怖感と一体になって認識させるようになった。そして、

第2次世界大戦終了までは、同国にとってアジアおよび太平洋地域への関心は日

本の軍事強大化、すなわち、その勢力の南進化への脅威とそれへの対策によって

占められていた。(13)

したがって、同国の抱く対日脅威感には、人権偏見の側面と、現実的な軍事側

面との結合という性質を有していたといえる。この脅威感は、日清戦争で勝利し、

さらにイギリス本国との同盟を締結するなど、日本の強大化が進むにつれて徐々

に高まった。そして、 1905年に日本が大国ロシアとの戦争に勝ったことで、初め

て侵略の恐怖を真剣に感じたのである。(14)さらに、ヨーロッパでのドイツの脅威

に対抗すべくイギリス艦隊が引き上げられると国防への不安は一層高まり、 1907

年にはアメリカの艦隊 ‘‘theGreat White Fleet’'の寄港を招請し、 (15)黄色人種

に対する白色人種の結束を占めそうとした。(16)

その後、第 1次大戦で、日本軍が太平洋におけるドイツ勢力の掃討によって勢

力を拡大すると、オーストラリア・モンロー・ドクトリンが高まった。そして大
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戦での戦功が認められて参加したヴェルサイユ講和会議では、日本の委任統治を

赤道以北の旧ドイツ領太平洋諸島に抑え込むことに成功したが、勢力圏が隣接し

たことは、太平洋地域の安全保障への不安感をさらに強め地域の情勢への関心を

高めた。さらに、同会議では、日本が白豪主義を強力に批判する人種差別撤廃問

題を取り上げ、両国間での軋礫が高まったことも、対日警戒感を一層高めた。(17)

そして、 1941年12月に日本軍がハワイの真珠湾を攻撃して太平洋戦争が勃発し

たことによって、これまでの脅威は現実のものとなった。(18) しかし、同時にそれ

はイギリス軍のアジア地域における弱体化を明白にした。開戦直後に、日本軍が

シンガポールを陥落しイギリスの極東海軍の拠点が失われ、ダーウィンやブルー

ムなどオーストラリア本土が建国以来初めて爆撃され、また特殊潜航艇によって

シドニー湾内に進入されるなどの危機に見舞われたのである。ここにいたって、

もはやイギリスに依存した国防体制が不可能であると判断し、 12月26日に当時の

カーティン (JohnCurtin)首相が、「（オーストラリアは）イギリスとの伝統

的な絆あるいは縁戚関係というものについて、何の心の疼きもなく」アメリカを

頼りにしていると明言するに至った。 (19)それは、戦間期以降イギリスが示したア

ジア太平洋政策に対する同国の積年の不満の表出でもあった。 (20)

結局、日本軍の南進に伴う同国の危機を救ったのはイギリスではなく、アメリ

カ軍であった。また、オーストラリアは第2次大戦を通じて、イギリスと自国の

利益が必ずしも一致するのではなく、むしろアメリカがより安全保障を実現して

くれることを認識するようになった。こうして、オーストラリアの国防面での対

英依存意識は急速に縮小することとなった。そして、同国のアジア太平洋地域に

対する関心も、北からの脅威である日本の軍国主義を永久に葬り去るものとなる

よう戦後処理を峻厳なものとすること、そして、日本の将来の脅威から自国を守

るためにアメリカとの関係を強化し自国の安全保障を確立することに傾注された

のであった。(21)
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3.依存および脅威対象の移行期〔チフリー (JosephBenedict Chifley) 

労働党政権）

さて、第2次大戦によって、それまでの脅威の対象であった日本の軍国主義が

敗北したが、戦後処理外交を担うこととなったチフリー政権のエバット

(Herbert Vere Evatt)外相は、それまでの対英関係における従属的役割がその

まま単純にアメリカとの関係にも継承されることを警戒した。（況）したがって、 日

本からの脅威が永久に解消されるよう峻厳なる戦後処理を求めるとともに、自国

の安全保障を求めて積極的な自立的外交を展開した。その際、アメリカや英連邦

との密接な関係のもとで、近隣地域との関係を制度化し、それを戦後新たに発足

した国際連合の枠組みの中で運営することを期待した。しかも、アジアにおける

民族主義に一定の理解を示し、それが必ずしも共産主義運動と連動しているので

はないという姿勢で臨んでアジアの政治指導者から評価されたが、他方でアメリ

力やイギリスとの関係を悪化させた。 (23)

しかし、中国における内戦で共産党勢力の優勢が明らかとなり、また対日講和

問題でより有利な条件を引き出すべくアメリカとの関係を改善する必要が生じて

くると、それまでの自立的な外交政策を修正することとなった。

4.対共産主義脅威・対米依存を基軸とした時期

〔メンジーズ (RobertGordon Menzies)政権

～マクマーン (WilliamMcMahon)政権〕

そして、 1949年の総選挙の結果、メンジーズが率いる保守系の自由党・地方党

連合政権が登場(24)すると、オーストラリアのアジア太平洋政策を転換されるこ

ととなった。すなわち、同国の安全保障が、国際連合を通じての集団安全保障体

制の発展に基づいてではなく、反共産主義の西欧同盟に加わることに基づくもの

であるとの、いわば現実的対外政策と表現できるような姿勢を明確に示し、チフ

リー政権が悪化させた対外関係の修復を図る外交を展開したのである。特にアメ

リカによる安全保障の確保を望み、その目的達成のためには、英連邦の結束を犠
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牲にすることも辞さない姿勢を示した。 (25)

そこには、特にアジア地域をめぐる国際政治環境が、冷戦の進展にともない、

それまでの‘‘黄禍’'意識だけでなく、共産主義中国の新たな登場とアジア地域へ

のドミノ倒しのような浸透の可能性という脅威、いわば“赤禍＂意識の発生も加

わって、‘‘脅威の複合 (threatcomplex) " <25)への認識が強く存在し、それは、

1972年に保守政権が途切れるまで一貫していた。したがって、 1954年の東南アジ

ア条約機構 (SEATO)への加盟などアジア地域との関係の制度化は、戦略的目

的から考慮され、東南アジアの近隣地域は、共産主義の脅威に備えての緩衝地帯

(buffer zone) とみなしていた。(ZI)

また、この時期には、アジア太平洋政策のみならず、オーストラリアの対外政

策全般を規定したANZUS条約が、 1950年9月に、連合国の対日講和問題と引換

えに、アメリカ、ニュージーランドとの間で調印された。⑳

この条約は、同国で一般に信じられているのとは異なり、アメリカに対してオー

ストラリアとニュージーランドの安全を確保するために軍事力を行使することを

求めておらず、相互安全保障を明確に述べていなかったが、 1951年以降、自由党

であれ労働党であれ対外政策における最も重要な条約として扱われてきた。(29)そ

れは、内容が強制的なものではないにせよ、アメリカの政策決定に大きく影響し、

また公然たる条約の存在は、予想される侵略行動の抑止となるであろう、との意

義が見い出されたからである。（田）しかし、それは他方で、同国の対外政策をより

イデオロギー的に、党派的に、そして内政干渉的に変質させていった。(31)

このような体制の下、冷戦思考に基づいた対米依存意識と、アジア地域に対す

る脅威感を背景として、同国アジア太平洋地域に対して取った戦略が、「前線防

衛戦略 (ForwardDefence Strategy)」であり、「代償戦略 (quidpro quo 

strategy)」であった。

「前線防衛戦略」は冷戦開始とともに同国で発達した概念であったが、

SEATO加盟を契機に本格的に導入された。それは、共産主義の脅威を海外の紛

争発生地点でくい止め、オーストラリアに脅威が浸透してくるのを未然に防ぐと

•策であった王そして、この戦略が東南アジアで発動されるとのコンセン
サスが存在していた。 (33)この戦略が支持された理由は、第 1に、同国軍が国土の
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北方に位置するアジア地域に駐留しその安定に貢献することが、自国の安全保障

の確保という国益に合致すること、第 2に、アメリカを支援する形で派兵するこ

とがアメリカとの同盟関係を強化し、援助を必要とするときにアメリカの支援を

受けやすくすること、などであった。⑳

もうひとつが「代償戦略」の採用である。 (35)これは、自国の安全保障を確保す

るために、予め大国のこの地域に対する政策を積極的に支持し協力するというも

のである。具体的には、戦前のイギリスに対するときと同様に、アメリカの軍事

行動を積極的に支持・支援することによって、アメリカとの“格別な関係

(special relationship)’'を維持し、その保証を取り付けようと懸命になったわ

けである。こうしたオーストラリアの姿勢を、“ラファイエット・シンドローム

(Lafayette syndrome) " と呼ぶ研究者もある。これは、「独立戦争の際、フラ

ンスの義勇軍としてアメリカに味方したラファイエットのことを決してアメリカ

人は忘れられない」ことから、アメリカに対して支援することでアメリカのイメー

ジを好ましく維持し、引いては防衛をより確実にするであろうとの姿勢を指摘し

たものである。 (36)

こうして、上記の戦略に則って、共産主義に対抗するために、アメリカの軍事

行動に増援部隊を派遣する政策を積極的に行い、朝鮮戦争やベトナム戦争に派兵

したのであった。

朝鮮戦争では当初、同国にとって直接戦略的にはあまり重要ではないと判断し、

参加しない予定であったが、結局アメリカとのより望ましい関係を構築するため

に派兵を決定したのである。（”)また、ベトナムヘの参戦そして派兵の増強におい

ても、国内では一部反対があったものの、将来有事の際にアメリカに支援を請求

するための人的投資であるとのメンジーズの見解が国民に広く受け入れられ

t. （38) 

もちろん、軍事以外にも、コロンボ・プラン (TheColombo Plan)などアジ

ア太平洋地域との関係強化の動きもみられたが、それは、共産主義勢力のこの地

域への浸透を防ぐために、発展途上諸国の経済成長を達成させるという、ヨーロッ

パにおけるマーシャル・プランの東南アジア版としての意図があった。 (39)したがっ

て、この計画への参加は、アジアヘの善隣政策 (goodneighbour policy)とい
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う側面の他に、共産主義に対する前線防衛の第 2戦線の建設という意味があっ

た。 (<O)しかし他方で、この計画による同地域への技術的援助は、オーストラリア

におけるアジア太平洋研究を発展させる契機にもなった。(41)

メンジーズ政権以降も、後継の保守連合政権は同様の対アジア太平洋政策を展

開した。例えば、ホルト (Harold Edward Holt) 政権においては、 “Allthe 

way with LBJ" -LBJ（ジョンソン (LyndonBaines Johnson) 大統領〕 とど

こまでも一というスローガンが用いられ、アジア地域におけるアメリカの軍事行

動への同調が強調された。(42)こうした対米依存的性質は、この地域から、イギリ

ス、フランス、オランダなどの西欧勢力が徐々に撤退するにつれて、より一層強

まっていった。他方アジア諸国の側からは、オーストラリアが公然とアメリカと

の利益の一体化を主張していたために、“アメリカの子分 (Americanstooge) " 

であるとの印象を一部で強く持たれることとなった。（位）

このように、第2次大戦後、すぐにオーストラリアが現在みられるようなアジ

ア太平洋国家への道を歩み出したわけではなかった。この時期のオーストラリア

は、アジアヘの姿勢としては、戦前の基本的枠組み（脅威の源泉としてのアジア

地域という認識）を超えてはいなかったといえるほどの消極的な内容であったと

いえよう。したがって、アメリカとの軍事協力関係 (ANZUS) を背景に徐々に

関係が改善された日本を除けば、東南アジアおよび東アジアとの関係強化は未だ

十分展開しないままであった。

さて、その後、 1960年代後半から70年代初めにかけて状況は大きく変化を示し

始めた。その直接の原因が、アメリカのアジア政策の転換である。これは、 1969

年7月にニクソン (RichardMilhous Nixon)大統領がグアムを訪れた際に非

公式の記者会見において示された、いわゆる「グアム・ドクトリン」である。そ

れは、アジアの同盟国には、条約上の義務を遵守し、核の傘を提供はするが、直

接的な軍事介入はもはや実施せず、各同盟国の自主防衛に期待する、という内容

であった。さらに、 1972年2月には中国を訪問し、「上海コミュニケ（米中共同

コミュ・ニケ）」を発し、対叫妾近を図ったのである。これらの動きは、オースト

ラリアに大きなショックを与え、そして混乱させた。グアム・ドクトリンは、ア

メリカの軍事的プレゼンスを前提とした従来の「前線防衛戦略」を放棄しなけれ
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ばならないことを意味し、また、 SEATOやANZUS体制の有効性に対する懸念を

表面化させることとなった。また、中国を戦後の北からの脅威の源泉とみなして

いたので、その中国との関係正常化をアメリカが指向したことは、それまでの政

策の修正を否応なく求められることとなった。

保守系政党はこれらの変化を、事態がより危険で予測の付かないものになると

警戒した。特に、アメリカが西半球以外への関与を制限することで、オーストラ

リアの安全保障が脆弱なものとなることを恐れたのである。これに対し、労働党

は、国際的な緊張を緩和し、世界的にそして地域的により安定的な秩序を構築す

る基礎を提供するものとして歓迎した。 (44)こうした状況の変化は、国内政治的に

も影響を与え、長期にわたる保守政権への飽きとアメリカに依存してきた政治へ

の批判が高まり、やがてマクマーン政権をもって保守政権は途切れ、労働党への

政権移行を引き起こすこととなった。

5. 自立的アジア太平洋政策の始動期〔ウィットラム (EdwardGough 

Whitlam〕政権～フレイザー (JohnMalcolm Fraser)政権〕

さて、 1972年12月に23年ぶりに労働党政権が登場したのであるが、このウィッ

トラム政権は、白豪主義政策の本格的な廃止およびアジアとの政治・外交関係の

強化を開始した。すなわち、中国との国交回復、差別的移住政策の撤廃、アジア

移民の受入れ宣言、ヴェトナムを中心としたインドシナ難民受入政策の開始など

を行い、これまでのアジアに対する鎖国的ともいえる政策を終了させたのである。

また、防衛政策に関しても、積極的に兵力を派遣したベトナム戦争での敗北が、

戦略の変更を促し、（お）それまでの「前線防衛戦略Jを改めて、「大陸防衛政策

(fortress Australia policy)」を導入した。これは、防衛ラインをオーストラリ

ア本土まで後退させて、対外軍事関与を極小化しようとする専守防衛型の防衛政

策である。⑱

ところで、連邦成立以前から維持されてきた白豪主義政策の撤廃が推進された

背景(47)には、国際経済要因と国内社会要因があるといえる。国際経済面では、

アメリカ、日本を中心とする太平洋地域の諸国との関係が深まり、さらに1970年
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代以降、アジアNIEsをはじめとするアジア諸国において経済成長が顕著となり、

経済関係を強める可能性が表れ始めていたことである。さらに、フレイザー政権

になると、アジアからの資本投資も歓迎されるようになった。こうした動きは、

一方で、米ソ冷戦における緊張の緩和が、対外政策における関心を、それまでの

安全保障を中心とした視点から、経済を中心とした視点へとその比重を移行させ

たことによる。例えば、 1950年代から60年代にかけて、北からの脅威のいわば元

凶ともいえた中国に対する認識も急速に改善され、中国市場の滞在性に大きな期

待が寄せられるようになったのである。 (48)また、 1973年にイギリスがECに加盟し、

ヨーロッパヘの輸出機会が大幅に失われたことも、オーストラリアの経済政策に

おけるアジア指向の加速化に大きく影響している（表l参照）。他方、国内社会

面では、人口構成における変化が挙げられる。これは、 1947年に労働党政権が、

戦後経済復興と本土防衛のためには人口の拡大が不可欠であるとの判断から、

"populate or perish"をスローガン (49)に大量移民政策を採用し、戦争によって

荒廃したヨーロッパから大量のヨーロッパ系難民・移民を受け入れたことによる。

しかし、やがて、移民たちは社会的発言力を強め、政府がイギリスおよびオース

トラリア文化を優位とする同化的な政策を強制することに反発し、母国の文化、

言語、宗教あるいは生活習慣の維持を求めるようになった（図 l参照）。その結

果、 1960年代半ばには、同化主義政策 (assimilationpolicy)が廃棄され、文化

の融合を目指す統合主義政策 (intergrationpolicy)、さらには文化の多様性を

維持することを前提とした多文化主義 (multiculturalism)が導入されたのであ

る。こうして文化の多様性を肯定する社会的認識の基礎ができあがり、白豪主義

はその社会的基盤を衰退させていったのである。

また、ウィットラム政権のアジア太平洋政策の特徴は、まずオーストラリアが

「力のある中級国家 (robustmiddle power)」を志向することを念頭に、アジア

との密接な関係、特に近隣諸国との利益を統合し密接な関係を構築することを目

指すというものであった。 (SO)そして、「オーストラリアはいかなる国家の衛星国

でもない」(51)との立場で、この地域の防衛は、大国が東南アジア諸国を緩衝国と

して前線に捉えて実現されるというのではなく、地域全体の安全保障と安定を共

通の利益とする諸国家の協力によって実現される (52) とし、自主的な外交姿勢を
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示したのであった。さらに、続くフレイザー保守連合政権においても、アジア太

平洋地域を重視する姿勢が引き継がれた。

しかし、この時期におけるオーストラリアのアジア太平洋政策には限界が存在

した。すなわち、地域の特性を踏まえた上での役割を重視する姿勢よりも、むし

ろ地域外から国際社会における影響力のある国家として認識されうる自立的な国

家でありたいという将来像を描いていた点である。また、地域との関係は経済的

利益が中心であった。したがって、アジア関係の強化を積極的にうたったウィッ

トラム政権においても、石油危機に象徴されるような国際経済環境の悪化などに

直面すると、アジア近隣諸国との現実的関係はトーンダウンした。同政権を後継

したフレイザー政権も、アジア太平洋地域の重視は多分に安全保障上の戦略的観

点からであった。すなわち、 1970年代末の米ソ関係の悪化にともない再び国際的

な緊張状態が生じると、また、ベトナムのカンボジア侵攻により東南アジアでの

地域紛争が生じると、冷戦的思考を強め、対米依存・対ソ脅威論を明確に示すよ

うになり、アフガン侵攻以降ソ連の勢力進出が懸念された東南アジアあるいはイ

ンド洋地域におけるアメリカの軍事的プレゼンスの確保に努めた。したがって、

インドシナ難民の受け入れについても、確かに人道主義的な観点が重要な動機の

一部ではあったが、他方、 ASEAN諸国にベトナム難民が滞留することが、共産

主義の北からの脅威に対するいわば防波堤であるこの地域の政治的経済的不安定

をもたらし、動揺することを防ぎたいとの政治的戦略的意図が強く働いていたの

である。 (53)

したがって、この時期は、確かに、白豪主義が廃棄され、アジア人の移住者受

入れが認められたことや、中国との関係改善などによりアジアに対する認識が大

きく変化することとなったが、しかし、 1980年代後半以降におけるオーストラリ

アの「太平洋国家化」の動きにみるような全般的な地域関係の緊密化の動きにま

では至っていなかったのである。
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6. アジア太平洋国家化の推進期（ホーク (RobertJames Hawke)政権～

キーティング (PaulKeating)政権〕

1983年3月にフレイザー保守連合政権に替わってホーク労働党政権が誕生する

と、アジア太平洋国家への指向は一段と強まることとなった。そして、続くキー

ティング同政権にも一層加速化されて継承されることとなった。

ホーク政権は、それまでの労働党政権のような理想主義的な政策の追求ではな

く、アメリカとの協調関係を継承しつつ、また、対ソ政策のようなグローバルな

問題よりもむしろ自国の能力に応じた現実的な対外政策をとり、アジア太平洋地

域の近隣諸国との関係を優先する政策を進めた。 (54)そして、東南アジア地域の紛

争解決に積極的に関与し、アジア太平洋地域の地域的安定こそがオーストラリア

にとって重要であるとの姿勢を示した。 (55)

しかし、ホーク政権のアジア太平洋政策は必ずしも順調に進められたわけでは

なかった。同国は、カンボジア問題で誠実な仲介者としてイニシアチプを取ろう

と試みた (5',)が、その際、侵略をしたヴェトナムの対ソ依存化を懸念し過ぎた路

線を採ったため、かえってASEAN諸国から疑念をもたれ非難され、結局拒絶さ

れたのであった。 (57)

こうした試みから得られた教訓は、その後のオーストラリアのアジア政策に生

かされることとなった。すなわち、より地域に共通する利益を重視し、そして欧

米先進国と東南アジアとの利害調整を図るという役割に固執するのではなく、近

隣諸国と共に歩んでいく姿勢を明確に示すようになったことである。また、 1980

年代半ば以降の米ソ冷戦の終息化の動き、ニュージーランドの非核政策の採択に

ともなうANZUS体制の動揺、 80年代以降の国際経済環境の悪化に伴うオースト

ラリア経済のアジアヘの統合の必要性の増大などにともない、同国のアジア太平

洋化は一層急速に推進されることとなった。

そして、 1989年12月には、エバンス (GarethEvans)外相が、オーストラリ

アの外交政策の優先順位について言明した大臣声明を発表し、その中で、第1に、

地域における積極的な戦略的安全保障的環境を維持することを挙げて、アジア地

域を最も重視することを公式に示した。 (58)さらに、 1994年12月に 7年ぶりに発表
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された「国防白書 (DefenceWhite Paper)」では、安全保障の軸足がアメリカ

との同盟関係よりもアジア各国との連携に転換するとの姿勢が明確に示された。

こうした変化は、オーストラリア北部でのシンガポール、マレーシア、タイと海

軍の共同演習 (1993年5月）や、 1994年白書において域内安全保障上の主要な存

在と位置づけたかつての脅威の対象、インドネシアとの安全保障協定の締結

(1995年12月）に現れている。 (59)

また、経済・貿易分野では、アジア太平洋地域の貿易自由化に向けてイニシア

チブを発揮しようとする積極的な動きをみせている。特に、 1989年11月には、ホー

ク首相がアジア太平洋経済協力閣僚会議 (APEC) を提唱したが、その背景には、

戦後‘‘ラッキー・カントリー’'として国際経済環境の恩恵を受けてきたオースト

ラリア経済の危機的状態を、地域の貿易自由化を推進することによってアジアの

経済発展に連動させて打開しようとの動機があった。 (60)

さらに、社会・文化的側面においても、移民問題に関しては、急激なアジア系

移民の増大に対する懸念が一部みられたものの、経済移民を主軸とした大量移民

政策、アジア系経済移民や企業家の受入れを推進する方針が明確に示された。ま

た、近年では、現行の国旗から左上隅のユニオンジャックを外すための改正の方

針が表明されると共に、大統領制をもつ共和国へと変更する政治キャンペーンが

キーティング政権下で本格化した。これは、アジア系移民・難民の増大によって

社会におけるイギリス色が薄まったこともさることながら、いつまでもイギリス

の従属国であるかのようにみられてアジア太平洋国家化に支障を来さないように

との配慮が働いている。(61)

また、冷戦下では、同国が経済開発援助面での貢献を通じて意見の取りまとめ

役を担ってきた南太平洋地域において、 1980年代に入って政治的な面での動きが

活発化した。この地域でフランスがムルロア環礁での核実験を再開すると、これ

を抑え込むべく積極的な外交努力を行い、その甲斐あって「南太平洋非核地帯設

置条約 (SouthPacific Nuclear Free Zone Treaty)」が成立された他、仏領ニュー

カレドニアの早期独立を支持するなど、この地域からのフランスの影響を排除し

ようという姿勢が顕著になってきている。さらに、南太平洋5カ国との間で国連

とは無関係に独自のPKF（平和維持軍）を結成し、特にパプア・ニューギニア
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の国内問題の紛争解決を図ろうとの動きもみせ、地域の自立的活動を進めようと

いう姿勢が顕著になってきている。(62)

おわりに

以上のように、オーストラリアの地域との関係の緊密化は着々と進められ、ア

ジア太平洋国家化が急速に進んでいるようにみえる。しかし、全く障害がないわ

けではない。むしろ、交流関係が増大する一方で、近年アジア諸国との間での摩

擦も顕著になってきている。例えば、東アジア経済協議会 (EAEC) を提唱する

リー・クアンユー・マレーシア首相とキーティング首相との間の対立は、アジア

地域の経済協力におけるコンセンサスの難しさを示している。（6.1)また、アジア移

民や難民の急増を批判する声も根強く残っている。さらに、人権問題では、欧米

的な価値観をもつオーストラリアと、それとは異なる尺度で認識しているアジア

との価値観の違いが、中国の天安門事件 (1989年6月）などの事例や、あるいは

1993年6月の世界人権会議 (TheWorld Conference on Human Rights) など

の討議で浮き彫りになっている。この問題は、その他の点で柔軟な理解を示して

きた同国にとって最も難しい課題となっている。 (64)

さらに、 1996年3月に控えている総選挙では、 13年間続いた労働党政権に有権

者が飽きてきており、保守連合の優勢も一部伝えられ政権交代の可能性が出てき

ている。野党第1党の自由党のハワード (JohnHoward)代表は、かつて「ア

ジアからの移民を抑制すべき」と発言したことがあり、常に「歴史的に深いつな

がりのあるヨーロッパを無視するな」と労働党政権を牽制しており、 (6S)労働党が

総選挙で敗北した場合、チフリー政権の後のメンジーズ政権、あるいはウィット

ラム政権の後のフレイザー政権のように、労働党政権の進めてきた改革を逆戻り

もしくは減速させるのではないかとの懸念もされている。

しかし、現在進行しているアジア太平洋地域との関係が、安全保障の観点から

だけでなく、経済・社会・文化などの諸側面から広汎に深化しつつあること、ま

た同地域に対する認識がかつてみられたような‘‘脅威の対象’'としてではなく、

“協力の場'’“共生の場’'として認識し現実的に対応する姿勢が充分根付いたと
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考えられることから、選挙の結果どちらの政党が政権を担当するにせよ、深化の

速度に若干の変化が現れるかもしれないが、アジア太平洋国家化への方向性は不

可逆性のものと言えるであろう。

(1996年2月脱稿）

《補足》

1996年3月2日の総選挙の結果、保守系の自由党・国民党連合が、 13年ぶりに

地滑り的な40議席以上の大差で勝利を収めた。保守連合は、総選挙期間中に、

"A Confident Australia"（自信に満ちたオーストラリア）という冊子を発行し

て、対外政策の方針を表明したが、その中で、「アジアとの密接な関係が対外政

策上の最も高い優先順位にある」と明記している。しかし、保守連合の影の内閣

における外務大臣であるダウナー (AlexanderDowner)議員は、選挙後のイン

タビューにおいて、保守連合政権がアジアに背を向けるような政策を行なうとい

うキーティングの見解には否定を示す一方で、アメリカやヨーロッパとの伝統的

で強い繋がりを解くつもりもないとも述べている (International Herald 

Tribune, March 4, 1996)。すなわち、アジアー辺倒ではなく、欧米との関係も

重視していくという姿勢である。選挙が思わぬ大差で決着し国民の多大な支持が

得られたことを背景に、今後保守連合政権が、これまで労働党の採ってきた「脱

欧入亜」的な対外政策を変更し、アジア志向にブレーキをかけるとの観測が広まっ

ている。
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表1 オーストラリアの主要貿易対象の変遷

UK Other EEC Japan 
South & 

USA 
SE Asia 

(a) Exports 

1913 44.0 31.7 1.8 4.0 3.4 

1919 -20 - 1921 -22 50.3 14.6 4.5 6.1 9.7 
1928 -29 - I 930 -3 I 46.2 21.3 7.4 5.4 3.8 
1937-38-1938-39 52.0 11.6 3.6 3.0 10.2 

1949 -50 39.4 18.9 40 II.I 8.2 
1959 -60 26.4 18.7 14.4 8.4 8.1 
1969-70 11.8 10.9 25.0 12.3 13.4 

1979-80 5.0 9.3 26.9 13.0 10.8 

1989-90 3.5 10.4 26.1 18.7 10.9 

(b) Imports 

1913 51.8 13.0 1.2 5.0 13.7 

1919-20-1921-22 45.9 3.3 3.6 6.7 21.5 

1928 -29 - 1930-31 40.1 7.7 3.4 4.3 23.0 

1937 -38-1938-39 40.1 6.5 4.4 3.0 15.0 

1949 -50 53.1 6.3 1.3 13.5 9.9 

1959-60 35.7 11.7 4.5 11.3 16.2 

1969 -70 21.8 12.8 12.4 6.5 24.9 

1979-80 10.2 13.4 15.6 12.4 22.1 

1989 -90 6.5 15.5 19.2 12.1 24.1 

Source: For years 1913 to 1939, B. Oyster and D. Meredith, Australia in the lnterndtional 
Economy in the Twentieth Century (Cambridge: Cambridge University Press, 
1990) and Commonwealth Bureau of Census and Statistics, Trade and Customs 
and Excise Revenue of the Commonwealth of Australia (various years). For 
subsequent years, R. A. Foster and S. E. Stewart, Australian Economic Statistics 
1949-50 to 1989-90 (Sydny: Reserve Bank of Australia Occasional Paper No. 
8, February 1991). 

出典） Ravenhill,J., "Economic Objective", in Mediansky, F. A. (ed.), Australian in A 
Changing World: New Foreign Policy Directions (Botany Bay, NSW, Aust.: 
Maxwell Macmillan Publishing Australia Pty. Ltd., 1992), p. 107.から引用。
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図1 出生地別人口の過去・現在・未来 (1947-2021年）
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出典：関根政美郁限韻f』 25頁より転載3
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Australia and Asia-Pacific Region: 

From the Recognition of the "Threat" to the "Symbiosis" 

KAW ARA Masami 

The purpose of this paper is to consider how Australia has inteded to 

act as an Asia-Pacific Nation. 

Before turning to the main subject, I must refer to the nature of 

Australian foreign policy, the dependence on a "big powerful friend". The 

nature has effected on every Australian foreign policy from the colonial 

era. The "big powerful friend" had been the United Kingdom until World 

War II, and after that time the United States in the security field. 

Then, return to my main subject. 

I will demonstrate that Australia has come to act as an Asia-Pacific 

nation through several phases. 

The first phase is the period that the two basic attitudes to the region 

had been formative. One is "White Australia Policy" and another is 

"Australian Monroe Doctrine". This stage corresponds to the colonial era, 

and had developed with the process of the founding of the Commonwealth. 

From that time on, Australia has recognaized the region as the field of 

"threat". 

The next phase is the period that Australia's concern had focused on 

how to deal with the expansionism of militarised Japan. This phase 

strictly corresponds to the period from the Japanese winning of Sino-

Japan~se War to the loss of World War II. 

The third phase is the period that Australia had tried to carry out 

somewhat independent Asia-Pacific policy for a time. Because both objects 
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of dependence and threat had been transforming as a result of World War 

II. 

The fourth phase is the period that Australia's concern had focused on 

how to deal with the penetration of communism in the Asia-Pacific 

region. The ANZUS and SEATO system had been built and Australia 

positively taken "forward defence strategy" and "quid pro quo strategy". 

This phase almost corresponds to first cold war, more exactly from the 

appearence of Communist China to the interruption of long term conserva-

tive's administration because of the change of American policy for Asia, 

especially Nixon's Guam Doctrine and the restoration of relations with 

China. 

The fifth phase is the period that Australia had started the independent 

policy for Asia-Pacific Region. The long-running "White Australia Policy" 

was abandoned formally. But this phase had the limitation from the lack 

of laying emphasis on this region's interest. Particularly, the latter half 

of this period of Fraser conservative's government, the attitude to this 

region had step back to more strategical one, because the international 

political environment had gotten worse such as Soviet invasion on 

Afganistan and Vietnam's on Cambodia. This stage had finished with 

changing the government to the Labor's. 

The going sixth phase is the period that Australia emphasizes the 

identity as an Asia-Pacific nation. In this phase, her relations with north 

neigboring countries are developing in various field, not only political 

economical but also cultural and educational one. 

I think that the recent tendency of Australia's action as an Asia-Pacific 

nation will be irreversible in spite of any difficulties. Because Australia 

has come to recognize the region as the field of "symbiosis". 
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